
過去過去６年の検討テーマ６年の検討テーマ

知的財産情報検索委員会知的財産情報検索委員会

2002
年度

特許検索マ
ニュアルの
検討（CD-
ROM資料）

権利判断
のための情
報入手方
法の検討

非特許文献
調査に関す
る研究

特許分類
の研究

検索システ
ム評価用コ
レクションの
検討

各国特許
庁提供の
特許情報
サービスの
研究（CD-
ROM資料）

XML公報
発行に対
応した調査
手法、活用
方法の検
討

三極特許
庁審査官
の審査手
法の検討

2003
年度

引用情報と
パテントマッ
プ活用の研
究（CD-
ROM資料）

特許庁経
過情報デー
タ提供の研
究と提言

特許および
非特許情報
DBの整備・
拡充の研究
と提言

米国特許
分類検索
の検討

検索システ
ム評価用コ
レクションの
検討（CD-
ROM資料）

各国特許
庁提供特
許情報
サービスの
研究（CD-
ROM資料）

2004
年度

引用情報活
用に関する
研究（CD-
ROM資料）

特許マップ
解析による
事業戦略
への活用
に関する研
究（CD-
ROM資料）

外国特許の
商用検索シ
ステムの比
較検討
（CD-ROM
資料）

日本特許
の商用全
文検索シ
ステムの
比較検討

概念検索シ
ステムの有
効性に関す
る研究と提
言

各国特許
庁提供特
許情報
サービスの
研究（CD-
ROM資料）

過去分公
開公報の
テキスト
データの評
価方法の
検討（CD-
ROM資料）

2005
年度

引用情報の
活用に関す
る研究と提
言（CD-
ROM資料）

特許マップ
の活用に
関する研究
（CD-ROM
資料）

日本特許
データベー
スの比較研
究（CD-
ROM資料）

Fターム付
与に関す
る研究と
提言（CD-
ROM資
料）

外国特許の
権利情報調
査に関する
研究

中国、韓国
の特許調
査に関す
る研究

2006
年度

特許情報を
利用した解
析に関する
研究と提言

特許マップ
ソフトの比
較検討
（CD-ROM
資料）

SDIの効果
的な運用方
法に関する
研究（CD-
ROM資料）

分類検索
とキー
ワード検
索に関す
る研究

各国特許庁
提供特許情
報サービス
の研究
（CD-ROM
資料）

中国特許
情報検索
に関する
研究

2007
年度

経営戦略に
生かすため
の特許解析
手法の研究

エンドユー
ザー向けの
特許情報
検索教育
についての
研究と提言
（CD-ROM
資料）

特許情報検
索DBの理
想型に関す
る研究

IPC第８版
に関する
検証と提
言

特許調査担
当のあり方
に関する調
査と提言

特許情報
の共有化・
管理・活用
に関する
研究



20082008年度知的財産情報検索委員会の委員会活動概要年度知的財産情報検索委員会の委員会活動概要
編成

 
委員：57名

 正副委員長会

 4小委員会（各2WG）
 活動

 
小委員会活動（調査研究課題の検討）

 ３回/年の合同委員会（うち10、3月は宿泊）

 夏季セミナー（8月に宿泊にて）ノウハウの発表およびグループディスカッション

 対外活動

 
特許庁との意見交換会、パブコメ対応等

本年度(2008年度)のテーマ

１．経営に資する知的財産情報の活用に関する研究と提言

 （１）

 
特許評価ツールの動向と有用性の研究

 （２）

 
IPC第8版（IPCR）に関する検証と提言 （2007年度からの継続テーマ）

 （３）

 
分類検索の活用方法の研究

 （４）

 
外国特許データベースの比較検討

 （５）

 
アジア各国の特許調査方法の研究

 （６）

 
特許調査担当のあり方に関する調査と提言 （2007年度からの継続テーマ）

 （７）知財業務の評価と情報の共有化・管理に関する研究 （2007年度からの継続テーマ）

 （中長期テーマ）

 ２．

 
経営戦略に生かすための特許解析手法の研究

知的財産情報検索委員会は今後とも

情報に対する感性を磨き
検索スキルの向上に努め
新たな検索技術・DB新機能のフォローアップ

による適切な情報収集を行う
能力の育成

適切に検索・収集した情報をもとに
解析・加工して新たな情報の創出

による事業戦略、研究戦略、
経営戦略への寄与

新たな検索技術・機能の提案・提言 を行っていきます。

※直近では平成２６年1月に第１step、27年1月に第２step運営開始の

特許庁新検索システム（特許庁業務・システム最適化計画）に対する
提案、提言を行っていきます。



アジア各国（広域）の特許調査方法の研究

2008年知的財産情報検索委員会テーマ

アジア各国における知的財産の問題は、日本企業にとって重要な関心事である。
しかし、国内で得られるアジア各国の特許情報は、必ずしも十分とはいえない。
そこで、本委員会では情報の少ない国をターゲットに、特許調査の糸口となるもの

 を作成、提供する活動を行っている。

目的

アプローチ
調査経験のない国

 の調査依頼

調べる意義はあるか？

基礎情報（出願件数、内外国人比率・・）

まとまった資料があると便利
（ガイドライン、検索DB操作方法）

自分で調査可能か？
（言語、インターフェース、検索DB項目）

（A)英語で検索可能 （C)その他（官報開示、検索不可、HP不明、等）

IN：インド
MY：マレーシア
PH：フィリピン

CN,KR,TW,SG
＜広域＞
RU：ロシア
EG：エジプト

（B)他言語で検索可能

ID：インドネシア
SA：サウジアラビア
TH：タイ
TR：トルコ
VN：ベトナム

＜広域＞
BR：ブラジル

LK：スリランカ
MM：ミャンマー
MN：モンゴル

＜広域＞
AR：アルゼンチン

各国特許庁HPでの特許情報の開示パターン

AE：アラブ首長国連邦
AF：アフガニスタン
BD：バングラデッシュ
IL：イスラエル
R：イラン
JO：ヨルダン

点線内の11カ国について、検索DBの操作方法

の研究をしている。

※2008年11月29日現在

①ガイドライン作成

制度

検索

件数

【特許調査の糸口】
特許制度、
検索環境、

出願件数など
をまとめた
一覧表

【検索のサポート】
各国特許庁の

検索画面操作方法

②検索DB操作方法 インドネシアインド

サウジアラビア

エジプト




